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連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等)

　1. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 ① 連結子会社の数 16社

　 ② 連結子会社の名称

　㈱庄内ヨロズ、㈱ヨロズエンジニアリング、㈱ヨロズサービス、㈱ヨロ

ズ愛知、㈱ヨロズ大分、㈱ヨロズ栃木、ヨロズオートモーティブテネシー

社、ヨロズメヒカーナ社、ヨロズタイランド社、ヨロズアメリカ社、ヨロ

ズオートモーティブノースアメリカ社、ヨロズエンジニアリングシステム

ズタイランド社、广州萬宝井汽車部件有限公司、武漢萬宝井汽車部件有限

公司、ヨロズＪＢＭオートモーティブタミルナドゥ社、ヨロズオートモー

ティブインドネシア社

　ヨロズオートモーティブインドネシア社については、新規設立に伴い、
当連結会計年度より連結子会社に含めることとしました。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法適用の非連結子会社数

　 該当する会社はありません。

　 (2) 持分法適用の関連会社数

　 該当する会社はありません。

　 (3) 持分法を適用しない関連会社の名称

　 該当する会社はありません。

　前連結会計年度において関連会社であった萬運輸㈱は株式の一部を当連

結会計年度中に売却したため、関連会社ではなくなりました。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、ヨロズオートモーティブテネシー社、ヨロズメヒカーナ

社、ヨロズタイランド社、ヨロズアメリカ社、ヨロズオートモーティブノース

アメリカ社、ヨロズエンジニアリングシステムズタイランド社、广州萬宝井汽

車部件有限公司及び武漢萬宝井汽車部件有限公司の決算日は、12月31日であり

ます。

　連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

なお、その他の連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。
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　4. 会計処理基準に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、評価方法は移動平均法によっております。）

時価のないもの………移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産

国内連結会社

　 主としてたな卸資産の評価基準及び評価方法は、次のとおりであります。

　 ａ 製品・仕掛品（量産品）、部分品及び原材料

　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 ｂ その他の製品・仕掛品

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 ｃ 貯蔵品

　 最終仕入原価法

在外連結子会社

　主として、先入先出法による低価法によっております。

　 ③ デリバティブ取引

　 時価法

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

　 ａ 当社及び国内連結子会社

　 (イ)リース資産以外の有形固定資産

　 定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）

については、定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

　 (ロ)リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存簿価をゼロとした定額法により算定

する方法によっております。
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　 ｂ 在外連結子会社

　 (イ)リース資産以外の有形固定資産

　 定額法

　 (ロ)リース資産

　 リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存簿価をゼロとした定額法により算定

する方法によっております。

　 ② 無形固定資産

　 定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しております。

　 ④ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

(ヨロズオートモーティブテネシー社については退職給付債務及び年金資産)

の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額

を計上しております。

　なお、米国連結子会社については米国会計基準によっております。

　また、数理計算上の差異は、主として従業員の平均残存勤務期間（１年未

満の端数を切り捨てた年数）に基づく定率法により発生年度から償却してお

ります。

　 ⑤ 災害損失引当金

東日本大震災により被災した資産の原状回復費用等の支出に備えるため、

翌連結会計年度以降に発生が見込まれる費用を計上しております。

　 (4) リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち平成20年３月31日以
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前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。

　なお、在外連結子会社の資産・負債は、在外連結子会社の決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含

めております。

　 (6) ヘッジ会計の方法

　原則、繰延ヘッジ処理を採用しております。

　金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合には、特例処理

を採用しております。

　通貨スワップについては、為替予約等の振当処理を採用しております。

ａ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

　 ヘッジ手段…金利スワップ、通貨スワップ

　 ヘッジ対象…借入金

　当社においては、その目的、内容、取引相手、リスクについて、事前

に取締役会の承認を得て実施し、それに基づき、金利・為替変動リスク

をヘッジしております。

ｂ ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップは特例処理の要件を充たしているため、ヘッジ有効性の

評価を省略しております。

　また、振当処理によっている通貨スワップについてもヘッジ有効性の

評価を省略しております。

　 (7) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは、５年間で均等償却しております。

　 (8) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(連結貸借対照表に関する注記)

1. 担保に供している資産 (単位：百万円)

建物及び構築物 659

機械装置及び運搬具 3,011

工具、器具及び備品 279

土地 403

投資有価証券 3,448

合 計 7,803

　 担保に係る債務の金額

一年内返済予定の長期借入金 857

長 期 借 入 金 2,839

合 計 3,696

2. 有形固定資産の減価償却累計額……… 66,209百万円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 21,455,636株
　2. 剰余金の配当に関する事項

　（1） 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の
種類

配当金
の総額

１株
当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年５月16日
取締役会

普通株式 157百万円 9.00円 平成23年３月31日 平成23年５月31日

平成23年11月2日
取締役会

普通株式 181百万円 9.00円 平成23年９月30日 平成23年12月５日

　（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

　 結会計年度となるもの

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額

１株
当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 201百万円 10.00円
平成24年
　３月31日

平成24年
　５月30日

3. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株

式の数

普通株式 99,600株
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にサスペンション等の輸送用機器部品の製造販売事業を行う

ための設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入等)を調達しております。

一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借

入により調達しております。デリバティブ取引に関しては、通常の外貨建取引に係

る実績等を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引、金利スワップ及び通貨オプショ

ン、通貨スワップ取引を利用することとしており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。ま

た、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、

為替の変動リスクに晒されています。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又

は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

また、その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リス

クに晒されていますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。

借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このう

ち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティ

ブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジしております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管

理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、

相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。当期の連結

決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借

対照表価額により表わされています。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　為替相場の状況により、半年を限度として、輸出に係る予定取引により確実に発

生すると見込まれる外貨建営業債権に対する先物為替予約を行っております。また、

当社は、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワ

ップ取引を利用しております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての借入金に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

取引を目的とした通貨スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ
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手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の

「会計処理基準に関する事項」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧下さ

い。

　投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり

ますが、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握しております。為

替予約取引及び通貨オプション、通貨スワップ取引に関する社内管理規程に基づき、

事前に取締役会の承認を得て実施し、取引の状況は取締役会へ報告しております。

（4）金融商品の時価に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動するこ

ともあります。

（5）信用リスクの集中

　当期の連結決算日現在における営業債権のうち53.8％が大口顧客に対するもので

あります。

2. 金融商品の時価に関する事項

（1）連結貸借対照表計上額、時価及び時価の算定方法

(単位：百万円）

連 結
貸借対照表計上額

時 価 差 額

現金及び預金 14,864 14,864 ―

受取手形及び売掛金 14,338 14,338 ―

投資有価証券 4,610 4,610 ―

資 産 計 33,813 33,813 ―

支払手形及び買掛金 15,824 15,824 ―

長期借入金 4,966 4,953 △13

リース債務 1,159 1,030 △128

負 債 計 21,949 21,807 △142

デリバティブ取引（※） 39 39 ―

※デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。また、

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は当該長期借入金に含めて記載しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法

資産

　 ①現金及び預金

　現金及び預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

　 ②受取手形及び売掛金

　受取手形及び売掛金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

　 ③投資有価証券

　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

負債

　 ①支払手形及び買掛金

　支払手形及び買掛金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

　 ②長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様に借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　 ③リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に

基づき算定しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 142
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「（1）連結貸借対照表計上額、時価及び時価の算定方法」の「投資有価証

券」には含めておりません。
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(賃貸等不動産に関する注記)

　賃貸等不動産に関する注記事項については、連結計算書類における開示の必要性が

大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 2,131円17銭

2. １株当たり当期純利益 282円30銭

(重要な後発事象に関する注記)

　 該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、評価方法は移動平均法によっております。）

時価のないもの………移動平均法による原価法

　子会社株式及び関連会社株式並びに関係会社出資金

　 移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産

　 主としてたな卸資産の評価基準及び評価方法は、次のとおりであります。

　 ａ 製品・仕掛品（量産品）、部分品及び原材料

　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 ｂ その他の製品・仕掛品

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 ｃ 貯蔵品

　 最終仕入原価法

　 ③ デリバティブ取引

　 時価法

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

　 (イ)リース資産以外の有形固定資産

　 定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）

については、定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

　 (ロ)リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存簿価をゼロとした定額法により算定

する方法によっております。

　 ② 無形固定資産

　 定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事

業年度に見合う分を計上しております。

　 ④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

なお、数理計算上の差異は従業員の平均残存勤務期間（１年未満の端数を切

り捨てた年数）に基づく定率法により、発生年度から償却しております。

　 ⑤ 災害損失引当金

東日本大震災により被災した資産の原状回復費用等の支出に備えるため、翌

事業年度以降に発生が見込まれる費用を計上しております。

　(4) リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

　(6) ヘッジ会計の方法

　原則、繰延ヘッジ処理を採用しております。

　金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合には、特例処理を

採用しております。

　通貨スワップについては、為替予約等の振当処理を採用しております。
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　 a ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

　ヘッジ手段…金利スワップ、通貨スワップ

　ヘッジ対象…借入金

　当社においては、その目的、内容、取引相手、リスクについて、事前に取締

役会の承認を得て実施し、それに基づき、金利・為替変動リスクをヘッジして

おります。

　 b ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップは特例処理の要件を充たしているため、ヘッジ有効性の評価を

省略しております。

　また、振当処理によっている通貨スワップについてもヘッジ有効性の評価を

省略しております。

　(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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(貸借対照表に関する注記)

1. 担保に供している資産 (単位：百万円)

建物 629

構築物 30

機械装置及び装置 3,011

工具、器具及び備品 279

土地 403

投資有価証券 3,448

合 計 7,803

　 担保に係る債務の金額

一年内返済予定の長期借入金 857

長 期 借 入 金 2,839

合 計 3,696

2. 有形固定資産の減価償却累計額 ……… 42,160百万円

　3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 (単位：百万円)

　 (区分表示したものを除く)

　 短期金銭債権 7,737

　 短期金銭債務 9,712

（損益計算書に関する注記） (単位：百万円)

1. 関係会社との取引高

営業取引による取引高
　売上高 8,707

　仕入高等 37,202

営業取引以外の取引による取引高 2,488

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月24日 14時28分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.40 20110927_01）



（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 1,328,085株

（税効果会計に関する注記） (単位：百万円)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

　退職給付引当金 23

　賞与引当金・役員賞与引当金 118

　固定資産廃棄損 14

未払金・未払費用 221

　長期未払金 56
　投資有価証券及び

　ゴルフ会員権評価損
207

　関係会社株式評価損 40

固定資産減損額 27

　貸倒引当金 330

　その他 181

　 繰延税金資産小計 1,221

　評価性引当額 △800

　 繰延税金資産合計 421

(繰延税金負債)

　固定資産圧縮積立金 △118

　その他有価証券評価差額金 △614

　 繰延税金負債合計 △732

　 繰延税金負債の純額 △311

（注）繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　流動資産－繰延税金資産 377

　固定負債－繰延税金負債 689
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（関連当事者との取引に関する注記）
（単位：百万円）

属 性
会 社 等

の 名 称

議決権等

の所有割合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱ヨロズ栃木 100.00％ 当社の仕入先

役 員 の 兼 任

材料の

有償支給
14,397

有償支給

未収入金
1,398

部品の仕入等 14,245 買掛金 1,418

資金の借入

（注２）
△511 短期借入金 616

子会社 ㈱ヨロズ大分 100.00％ 当社の仕入先

役 員 の 兼 任

材料の

有償支給
22,986

有償支給

未収入金
694

部品の仕入等 9,610 買掛金 947

資金の借入

（注２）
△230 短期借入金 389

子会社 ㈱庄内ヨロズ 82.00％

（5.00）

（注１）

当社の仕入先

役 員 の 兼 任
部品の仕入 5,876 買掛金 501

資金の借入

（注２）
△1 短期借入金 1,276

子会社 ㈱ヨロズエンジ

ニアリング

100.00％ 当社の仕入先

役 員 の 兼 任

金型・設備の

仕入
4,682 買掛金 598

資金の借入

（注２）
781 短期借入金 781

子会社 ㈱ヨロズ愛知 100.00％ 当社の仕入先

役 員 の 兼 任

資金の貸付

（注２）
― 長期貸付金 880

子会社 ヨロズオートモ

ーティブテネシ

ー社

85.01％

（85.01）

（注１）

当社の販売先

役 員 の 兼 任
部品の売上高

等

4,528 売掛金 2,102

子会社 ヨロズメヒカ－

ナ社

89.37％ 当社の販売先

役 員 の 兼 任

資金の借入

（注２）
△9 短期借入金 1,150

子会社 ヨロズタイラン

ド社

90.00％ 当社の販売先

役 員 の 兼 任

資金の貸付

（注２）
279 短期貸付金 279

△285 長期貸付金 542

資金の借入

（注２）
1,643 短期借入金 1,643

△6 長期借入金 821

子会社 广州萬宝井汽車

部件有限公司

51.00％ 当社の販売先

役 員 の 兼 任

資金の貸付

（注２）
△235 短期貸付金 410

221 長期貸付金 1,298

子会社 武漢萬宝井汽車

部件有限公司

51.00％ 当社の販売先

役 員 の 兼 任

資金の貸付

（注２）
509 短期貸付金 509

2,038 長期貸付金 2,038

子会社

ヨロズJBMオー

トモーティブタ

ミルナドゥ社

93.33％
当社の販売先

役 員 の 兼 任

資金の貸付

（注２）
1,968 長期貸付金 1,968

(注) １ 議決権の所有割合の（ ）は、間接所有割合で内数であります。
２ 各社に対する貸付及び借入に伴う利息は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　 なお、資金の貸付及び借入の取引金額は前期末残高からの増減額を表示しております。
３ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。
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(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 2,398円 80銭

１株当たり当期純利益 276円 82銭

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。
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